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これからの電力を考える



本日の講演内容
Ⅰ ＩＴ時代

Ⅱ 皆様の電力
－その量・質・コスト・セキュリティ－

Ⅲ 電力システム改革
Ⅲ－１ 2011.3.11以降のエネルギー政策

Ⅲ－２ 段階をふむ改革

第１段階 ： 2015年目途「広域的運営機関設立」

第２段階 ： 2016年目途「小売全面自由化」

第３段階 ： 2018～2020目途「送配電部門の法的分離」

Ⅲ－３ スマートグリッド

Ⅳ 日本の資源
Ⅳ－１ 資源の諸相

Ⅳ－２ エネルギーチェーン

Ⅴ 改革への理解と参加
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ＩＴ時代

出典 日本経済新聞（2014.1.14）

原発 ＴＰＰ 消費税
ツイート総数に占める割合

ツイート総数１１．４％を占める

期間は2013年9月7日～12月8日の3ヶ月、420万件の分析・発信者総数40.3万人を100人
に換算、大量発信者は平均毎日3.6回発信。数字は四捨五入のため合計100にならない。

31.9％を占める

ツイート総数の

わずか1.8人の大量発

信者がツイート総数の

56.8％を占めている

16.1％

36.9％

46.9％

33.9％

37.8％

28.3％
0.4人

10人

89.6人

16.5人

82.4人

1.0人1.8人100回以上
つぶやいた人

5～99回
つぶやいた人

18.8人

79.4人

つぶやいた回数別の人数

1.少数が生み出すうねり

1～4回
つぶやいた人
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原発比率の支持割合

285人参加のＤＰ

□0％ □15％ □20～25％ □複数支持 □積極支持なし

電話調査
(7月)

32.6 16.8 13.0 13.723.9

討 論 前
(8月4日) 13.318.241.1

討 論 後
(8月5日)

46.7 15.4 15.4 9.5

0 20 40 60 10080

13.7 13.7

13.0

(％)

原子力に関する討論型世論調査

産経新聞 2012年8月23日朝刊

4



国民の賢明さに期待

政治について：

「お任せする」ものから、国民が「選ぶもの」へと変化して、
政治家と国民の賢明さが正面から試される時代に。

※「平成デモクラシー」（佐々木毅・２１世紀臨調 編著）(2013)

電力エネルギーについて：

自由化の進展もあり、3.11以降は電力会社に「お任せす
る」ものから、国民が「選ぶもの」へと変化して、電力会社
を含め電力のあり方は正に国民の賢明さが正面から試さ
れる時代に。
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利用者が求める電力

量 ： 必要な場所で必要な量が必要なときに容易に

入手できる

質 ： 停電が少ない。周波数・電圧が安定

フリッカ（ちらつき）が少なく、波形が良い

コスト ： 諸外国並みのレベル

セキュリティ ： 資源の変化、戦乱、災害などに強い
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我が国の一次エネルギー供給実績

自給率
自給率（原子力輸入扱）
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出展：「原子力図面集2009年版」電気事業連合会
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主要国の最大電力
（万ｋＷ） 78,247

5,647 5,9079,180 7,6409,171

15,660

東京電力の発電規模は日本全体の約３分の１
ヨーロッパの一国における発電規模に匹敵

出典：海外電気事業統計２０１３年版

7,314

6,430

東京電力
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93万ﾄﾝ

146万ﾄﾝ

221万ﾄﾝ

20万トン貨物船で
11.1隻分

20万トンタンカー
11.1隻分

20万トンタンカー
4.7隻分

10トントラック
2.1台分

出典：資源エネルギー庁「原子力2008」

100万kWの発電所を1年間運転するために必要な燃料

21ﾄﾝ

10



１８０

１１

１１５

１４

１１

３３

３３

１（１）

１２

１７

石炭 [百万トン]
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アメリカ
（アラスカ）
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我が国のエネルギー資源輸入状況

７
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ＬＮＧタンカー
パシフィック・ノータス号（東京電力子会社保有船）
積載容量１３万５千ｍ３、全長２９４ｍ 全幅４６ｍ
（東京電力燃料部提供）

国家石油備蓄量 ５０８７万ｋｌ

（備蓄基地３４２７万ｋ、民間タンク借上げ
１６６０万ｋｌ、Ｈ１７年度末）

国家備蓄量
石油備蓄（国家５１００万ｋｌ、民間７０日分） ＬＰＧ備蓄（国家１５０万ｔ、民間５０日分）

原油タンカー
高松丸
積貨重量２５万８千トン、全長３２１．５ｍ 全幅５８ｍ
（日本郵船提供）

燃料船と備蓄
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電力系統は50Hzで脈打つ大きな鉢植え

水力 原子力 石炭 石油 ガス

太陽光

風力

地熱

波力

輸入

単位：%

(96)

13



日本と東京電力の主な送電系統

あなたと電気を結ぶ電力設備

©2005 東京電力株式会社

原子力発電所

水力発電所

火力発電所500kV架空送電線
500kV地中送電線

275kV架空送電線

275kV地中送電線
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○印は地方給電所

中 央 給 電 指 令 所

○需給運用
（需給・周波数調整）

○系給・地方給電所の
統括管理

○各種情報の収集と
発信

系統運用
潮流・電圧制御、

系統事故復旧

給電所の役割分担

系 統 給 電 指 令 所
地 方 給 電 所

中央給電指令所

・栃木給電所
・群馬給電所
・茨城給電所
・千葉給電所
・山梨給電所
・沼津給電所

電力系統運用
需給・周波数・電圧の維持

エネルギー有効活用

基幹系統給電指令所 都心系統給電指令所

・埼玉給電所
・東京給電所
・多摩給電所
・神奈川給電所
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電力用通信ネットワーク
東京電力では、電力保安用通信設備として、各事業所、発電所、変電所等の間

を結ぶ自営通信網を地上マイクロ波無線回線、有線通信回線(光ファイバなど)、
衛星通信回線により施設しています。
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有人事業所配置

川口（草加）

銀座（第一）銀座（第二）港
品川

新宿
渋谷

保守拠点

超高圧

500kV

発変電保守

那須野
鬼怒川

宇都宮

小山

渋川

沼田

長野原

前橋

太田
高崎

水戸（水戸）

水戸（日立）

土浦

竜ヶ崎（鹿島）
竜ヶ崎（竜ヶ崎）

下館

さいたま

川口（川口）志木

川越（川越）

川越（飯能）

春日部

行田

秩父

千葉

船橋

東葛

成田

木更津

江戸川墨東

葛飾
上野大塚

板橋
練馬

世田谷

大田

府中
武蔵野立川

八王子

高津
川崎

鶴見
横浜

横浜中

横須賀

大船

相模原

平塚松田

駒橋甲府

早川

御殿場

沼津三島

伊豆

富士
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電力会社の規模

当社受持区域

(a)

全国(10電力計）

(b)
(a)/(b)

人 口

（万人)
4,471 12,802 34.9%

面 積

（㎞２）
39,509 377,950 10.5%

販 売 電 力 量

（億kWh）
2,934 9,064 32.4%

総 資 産

（億円）
142,559 405,873 35.1%

総 収 入

（億円）
52,035 156,210 33.3%

（平成22年度末現在)

出典：東京電力発行 数表でみる東京電力
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お客さま１件あたりの年間停電回数
(10電力計)

群を抜いて少ない日本の停電時間

出典：電気事業連合会パンフレット(2008)

お客さま１軒あたりの年間停電時間
（国際比較）

※工事計画による停電含む。事故停電のうち、
再閉路成功含まず。 無停電率=99.996%
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日本の周波数・電圧の変動幅

基準値 実績

周波数 50.0±0.2Hz 50.0±0.2Hz以内の

時間滞在率：99.9988%

（東京電力H13年度実績）

電圧 100V：101V±6V

200V：202V±20V

（電気事業法施行規則第44条）

出典：電気新聞編 「電力系統」をやさしく科学する

20



フリッカと高調波

フリッカ：蛍光灯などの照明に生じる細かいちらつき現象
フリッカの判定基準：

( ) [ ]V45.0
1

2
10 <∆⋅=∆ ∑

∞

=n
nn VV α

nV∆ :変動周波数fnの電圧変動分（実効値） [V]

：周波数fnにおける視感度係数で、ちらつきを
最も感じやすい10Hzを1とした場合の感度

nα

高調波：交流電流に重畳する、周波数の高いひずみ成分で、
インバータやアーク炉などが発生源。

電圧ひずみ率基準：特別高圧系統・・3%以下
配電系統 ・・5%以下
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電力料金の推移

電力会社の販売収入を販売電力量で割った単価を示す。

「電灯」は家庭向け、「電力」は企業向け。

出典：経済産業省ＨＰ
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購買力平価換算による電気料金比較

出典：経済産業省ＨＰ
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24

新エネルギー 買取価格

出典：

経済産業省ＨＰ
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東京電力の資源構成の変化

平成１３年度 平成２２年度 平成２４年度

原子力 44% 28% 0%

火力 49% 65% 93%

ＬＮ（Ｐ）Ｇ 37% 45% 62%

石炭 4% 10% 11%

石油 7% 9% 19%

その他ガス 1% 1% 1%

新エネ等 0% 1% 1%

水力 7% 6% 6%

エネルギー別発受電電力量構成比（他社受電含む）
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資源小国

社会環境
（狭隘・過密･高度情報化）

貿易立国
（競争力確保，技術力向上）

自然環境
（四季，地震，台風）

エネルギーセキュリティ確保
（電源多様化，新エネルギー）

軽量･コンパクト化 高信頼性

省エネルギー
（大容量･高効率化）

耐環境性高信頼性

高効率化
環境対策大容量化

電力を取り巻く厳しい環境 電力技術開発

日本の技術の特色
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1.0

0.0
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0.4

0.6

0.8

(g/kWh)
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0.2
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55

(%)

40

(年度)

46.1％

ＳＯｘ排出原単位

クラス別設計熱効率

火力発電熱効率（汽力発電端）

鹿島1号
(600MW unit)

42.7%

鹿島5･6号
(1,00MW unit)

43.2%

富津1･2号系列

(Combined cycle) 

47.2%

横浜7･8号系列

(ACC)

54.1%

富津3号系列

(ACC)

55.3% 川崎1号系列

(MACC)

59%

川崎2号系列

(MACC)

～61%

39.6％

ＮＯｘ排出原単位

火力効率
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出典：資源エネルギー庁資料
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石炭火力の高度化
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東日本大震災（3.11）以降のエネルギー政策

出典：「東日本大震災復興事業から日本の成長戦略へ」２０１１年６月７日環境大臣国家戦略室資料
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法改正・実施を三段階に分けて、各段階で検証を行う
広域系統運用や小売参入の全面自由化は，順次実施。法的分離や料金規制の撤廃は，相当の
期間を置き，事業環境なども踏まえたうえで実施

送配電部門の
法的分離

供給力確保の新しい仕組みを順次実施 （小売事業者に
対する供給力確保義務、公的電源入札制度など）

電
力
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
改
革
方
針

【第１段階】

平成２７年目途

広域機関の設立準備

送配電部門に対する行為規制、発電と送配電の協調ルールの検討

設立認可

小売全面
自由化

１時間前
市場の創設

１時間前市場の創設準備

【第２段階】

平成２８年目途

【第３段階】

平成３０～３２年目途

独立規制機関
設立

広域的運営
推進機関設立

卸電力市場の活性化 （自主的取り組みの監視）
卸規制の撤廃

リアルタイム市場の創設

供給力確保の新しい仕組みの創設準備

小売全面自由化のための実務面の検討

料金規制継続
（経過措置）

最終保障ｻｰﾋﾞｽ

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽ

平成２５年

電
気
事
業
法
改
正
（第
一
段
階
）

出典：電力システム改革専門委報告書をもとに作成

改革の工程表

料金規制の撤廃
(時期未定)
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広域機関は，電気事業者が会員として加入義務を負う団体（電気事業法に基づく認可法人）とされ，以下
の業務を行うとともに，会員に対して指示する強い権限を持つ。詳細については議論中

広域機関の業務

広域的運用

中立性向上

信頼度維持

広域機関の役割 需給逼迫時の広域調整

周波数の広域調整

連系線利用の管理

中長期の計画の取りまとめ

短期の予備力の管理

系統アクセス業務の窓口

送電線の作業停止調整

⇒窓口一本化により利用者の

利便性を向上

⇒全国の需給見通しの責任，

連系線の基本計画策定

⇒再エネ電源などの出力変動の

吸収を支援

⇒緊急時の対応

⇒電気事業者の監視

⇒電力会社の業務を一部移管

⇒連系線に影響する送電線の補修

時期などを調整
電力会社の送配電部門が守
るべき各種ルールを策定

（経産大臣の認可事項） 出典：第1回制度設計WG資料をもとに作成
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系統に求められるアンシラリーサービス

－イギリスの例－
サービスの種類 特徴

無効電力
（reactive power） 系統内の電圧バランス維持のための無効電力の供給(消費)。

周波数制御
(frequency

control)

系統周波数の維持(49.5Hzから50.5Hz)のため、自動的に発電機

出力を調整するサービス。周波数変動の大きさにより、常時
サービス、随時サービスに分けられる。

ブラックスタート
(black start)

広範囲な停電時(全系停電も含む)の系統復旧のために、系統

からの電力供給を受けずに起動できる補助電源を装備した発
電ユニットが行うサービス。

予備力
(reserve)

発電設備の事故や需要想定の誤差などから生じる需給アンバ
ランスを解消するためのサービス。発電事業者と同様に、大口
産業需要家(需要量の削減)からも供給させれるサービス。

系統制約調整
(constraints)

系統内の特定の送電線に発生する送電制約違反(過負荷潮流)
を解消するために行われるサービス。

出典：電力自由化と技術開発
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広域ネットワーク系統制御システム

出典 東芝レビュー Vol63 No.4 ２００８
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小売事業を全面自由化し，需要家の選択肢を拡大する

ただし，小売参入の全面自由化後，需要家保護の観点から，一定の経過措置期間
を設け，電力会社の料金規制を残す

経過措置の解除は，送配電部門の中立化，スマートメーターの導入や各種制度の
整備，競争状況のレビューの結果を踏まえて行う

小売全面自由化と料金規制

現行制度 経過措置期間 経過措置終了後

規制料金
（電力会社に供給義務）

自由料金
（供給先を選べる）

自由料金

（供給先を選べる）

特
高
・
高
圧

低
圧
（
家
庭
な
ど
）

自由料金

（供給先を選べる）

自由料金

（供給先を選べる）

規制料金
（電力会社に供給義務）

小
売
全
面
自
由
化

経
過
措
置
の
終
了

出典：電力システム改革専門委報告書をもとに作成
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スマートメーター設置の加速
展開スケジュール前倒しのイメージ

（台数）

　法定取替

　新増設
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（台数）
さらなる前倒しを目指す

　法定取替

　新増設
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

見直し後
【7年展開】

見直し前
【10年展開】

導入期 加速器

総数２７００万
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法的分離とは送配電部門を持株会社形態などへ別会社化すること。改革においては，電力会
社の法的分離を実施する前提で作業を進める

送配電子会社は，発電・小売との兼業が禁止され，現行と同様に行為規制が課される。また，
親会社も行為規制の対象になる。詳細は今後の検討事項

送配電部門の中立性確保（法的分離・行為規制）

出典：電力システム改革専門委報告書をもとに作成

送配電

子会社

発電・小売

子会社

持株会社※

（行為規制なし） × ×

×

（親会社に対する行為規制）

① 送配電会社の意思決定への影響力行使，
ﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに一定の規制

② 送配電会社との兼職禁止，親会社から
の転籍・出向に一定の制限

③ 親会社から送配電会社への業務委託内
容や，共同広告は一定の制限

（送配電会社に対する行為規制）

④ 情報の目的外利用の禁止

⑤ 差別的取り扱いの禁止

⑥ 会計分離

⑦ 発電・小売業務との兼職禁止

④～⑥

④～⑦

①～③

※ 以下については規制対象とならない。
・株主としての行為（独立性確保規制に反しない議決権行使，配当受け取り）
・スケールメリットを追求する行為（一括資金調達，送配電子会社への貸し付け、資材の一括購入など）

＜持株会社形態の場合＞
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KEPCO
発電子会社

韓国南東発電

(ＫＯＳＥＰ)

韓国水資源公社

(ＫＯＷＡＣＯ)

再エネ事業者等

韓国中部発電

(ＫＯＭＩＰＯ)

韓国東西発電

(ＫＥＷＥＳＰＯ)

韓国南部発電

(ＫＯＳＰＯ)

韓国水力原子力

(ＫＨＮＰ)

韓国電力取引所(ＫＰＸ)

韓国電力公社(ＫＥＰＣＯ)

需要家

ＩＰＰ

○韓国電力取引所（ＫＰＸ）と韓国電力（ＫＥＰＣＯ）の位置づけ

緑枠以内が自由化以前（2001年3月以前）の旧韓国電力（KEPCO）。

2001年以降は韓電の発電部門が分割、子会社化。韓国電力の出資比率は政府51％、民間49％

非営利の独立法人韓国電力取引所（KPX）がISO兼取引所として系統運用を担当。

プール市場運用、系統運用を担当。

KEPCOとの長期売電 契
約
(PPA)は既存のみ

送配電部門、小売部門を含有

【出所】 海電調海外諸国の電気事業(2008)
海外電気事業統計

韓国西部発電

(ＷＰ)

韓国の供給体制
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スマートグリッド
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電力系統は50Hzで脈打つ大きな鉢植え

水力 原子力 石炭 石油 ガス

太陽光

風力

地熱

波力

輸入

単位：%

(96)

。
。 。

。
。

。。。
。

。
。。。

。
。。

。
。

。
。

。。
。

。。 。。

。
。

。
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。。。

。。
。。

。
。

。 。。 。

。
。

。。。。

。

。

。
。。 。

。。。。。○ ： SG
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○太陽光をはじめとする再生可能エネルギーの大量導入により、電力ネットワーク
に余剰電力の発生、電圧の上昇、周波数調整力の不足といった課題

○他方、ＩＴ技術の進歩と蓄電池の普及により、電力需給両面の制御を行うことで、
電力の高効率なシステム（スマートグリッド）の構築が可能

再生可能エネルギー大量導入時の系統対策

◆太陽光発電の出力変動の例（夏季）

0

10

20

30

40

50

60

70

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

出
力
比
（発
電
出
力
／
定
格
出

力
）

（時）

曇
雨

（％
）

１０７Ｖ

９５Ｖ

電圧

配電用変電所の変圧器からの距離
逆潮流なし

逆潮流あり適正電圧範
囲
(101±6V)

負荷負荷

潮流（電流）
逆潮流（太陽光発電出力が系統側に逆流）

配電用変電所

～ － ～ －

負荷負荷 負荷

～ －

電圧

出力抑制

100/200V

6６00V

１．配電網の電圧上昇による逆潮流の困難化

メガソーラー

需
要

変
動

（
２

０
分

程
度

以
内

の
成

分
）

太陽光
増加

LFC（Load 
Frequency 
Control：負荷周
波数制御）調整範
囲※

電気の使用量の変動と
太陽光の変動の合計

※総需要の±１～２％

２．周波数調整力の不足

電力需給両面の調整

スマートメーター 見える化 蓄電池 電気自動車 EMS

対策なし
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スマートハウス・ビルの課題例

出典：スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会 42



１．世界サイバー戦争 －核を超える脅威

リチャードクラーク（元米国防総省）著

ロバートネイク（外交問題評議会）著

２０１１．３ 徳間書店

２．ブラックアウト
マルク・エルスべルグ

（ウィーンのコンサルタント)著
２０１２．７ 角川文庫

３．ダイ．ハード４．０
『ダイ・ハード』シリーズ第4作。

日本公開 ２００７年７月

サイバー戦争への警告
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本日の講演内容
Ⅰ ＩＴ時代

Ⅱ 皆様の電力
－その量・質・コスト・セキュリティ－

Ⅲ 電力システム改革
Ⅲ－１ 2011.3.11以降のエネルギー政策

Ⅲ－２ 段階をふむ改革

第１段階 ： 2015年目途「広域的運営機関設立」

第２段階 ： 2016年目途「小売全面自由化」

第３段階 ： 2018～2020目途「送配電部門の法的分離」

Ⅲ－３ スマートグリッド

Ⅳ 日本の資源
Ⅳ－１ 資源の諸相

Ⅳ－２ エネルギーチェーン

Ⅴ 改革への理解と参加
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太陽光発電・風力
再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

2010年実績
（括弧内は発電電力量に占める割合）

導入ポテンシャル／年

太陽光発電 16億kWh（0.2％） 930億kWh（注1） 1,770億kWh（注2）

風力発電 40億kWh（0.4％） 2,700億kWh（注3）

地熱発電 26億kWh（0.3％） 260億kWh（注4）1,440億kWh（注5）

水力発電 858億kWh（8.5％） 1,390億kWh（注6）

バイオマス・廃棄物発電 33億kWh（0.3％） 300億kWh（注7）

合計 973億kWh（9.7％） 5,580億kWh（48％）～

日本の全発電電力量は2010年1兆1,569 億kWh
注1 コスト検証委員会による。一戸建てで設置可能なすべての屋根、マンションや公共施設、工場などに設置可能なすべての屋
根に設置できた場合の数値

注2 NEDOによる。穏やかな制約条件で最大限設置した場合の202ＧＷから算定

注3 コスト検証委員会による。保安林外・国有林外・自然公園外での陸上風力のポテンシャル

注4 コスト検証委員会による。国立・国定公園の特別保護地区・特別地域以外でのポテンシャル

注5 資源エネルギー庁による地熱の賦存量2,347万kWから算定

注6 資源エネルギー庁の包蔵水力調査による

注7 独)科学技術振興機構によるバイオマスの実際的供給可能量2,100万toe／年より算定
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２１００年の水力発電案

１．既存水力 ９５２億kWh

２．エネ庁調査 ５６９億kWh

３．今回試算増分 ３４３億kWh

４．流れ込み増分 １４億kWh
（合計）約1900億kWh／年

注：原油輸入量の２０％削減に相当

出典： ＪＡＰＩＣ水循環委員会
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地熱
現在の技術と将来の技術による日本の地熱資源量の推定

地熱資源の種類 内容
発電設備容量 K

Ｗ×30年
対総量供
給能力

下限深度

浅部高温地熱水系資源
( ＞150℃) 現在技術＋規制緩和で開発可能 2,347万kＷ 9.80% 約3Km

浅部中温地熱水系資源
(150～120℃) 現在技術＋規制緩和で開発可能 1,060万kＷ 4.42% 約3Km

浅部低温地熱水系資源
(120～53℃) 現在技術＋規制緩和で開発可能 833万kＷ 3.50% 約3Km

深部ＥＧＳ発電資源 比較的近い将来技術 7,700万kＷ 32.10% 約5Km

マグマ発電資源 超未来技術 7.48億kＷ 311.70% 約10Km

日本の総電力設備容量：２．４０億ｋＷ（2009年度実績・近年減少傾向）
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出典：エネルギーフローに基づく最適エネルギーシステム、2000年10月
（一部データを最新値に更新）
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エネルギーチェーンの最適化（便益から考える）
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本日の講演内容
Ⅰ ＩＴ時代

Ⅱ 皆様の電力
－その量・質・コスト・セキュリティ－

Ⅲ 電力システム改革
Ⅲ－１ 2011.3.11以降のエネルギー政策

Ⅲ－２ 段階をふむ改革

第１段階 ： 2015年目途「広域的運営機関設立」

第２段階 ： 2016年目途「小売全面自由化」

第３段階 ： 2018～2020目途「送配電部門の法的分離」

Ⅲ－３ スマートグリッド

Ⅳ 日本の資源
Ⅳ－１ 資源の諸相

Ⅳ－２ エネルギーチェーン

Ⅴ 改革への理解と参加
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科学技術と社会の供進化のための市民側の課題

共進化のための市民側の課題
・合理的・科学的な議論の知的基盤（リテラシー）はあるか

リテラシーとは

基礎的な知識×合理的・科学的考え方

合理的考え方とは

複雑さという概念の理解

確率・リスクに関する理解

数字の裏の意味を知ろうとする意識

失敗の意味を理解する力

専門性を尊重する謙虚さ

不安に支配されてしまわない判断力

・公民として説明を聞く姿勢

・意志決定は情緒的でも、合理的に議論をする姿勢

出典 日本経済新聞社 社友 鳥井弘之氏
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米国の施策
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国際競争力を高める米国の教育戦略
技術内容スタンダードの達成目標の概要（ＩＴＥＡプロジェクトより）

第3章 技術の本質

スタンダード 幼稚園－第2学年 第3学年－第5学年 第6学年－第8学年 第9学年－第12学年

1 技術の性格と範囲 ・自然界と人工の世界
・人間と技術

・自然物と人工物
・道具、材料、技能
・創造的思考

・技術の有用性
・技術の開発
・人間の創造性と動機
・製品需要

・技術の本質
・技術普及の速度
・合目的的研究
・技術の商業化

2 技術の中核的概念 ・システム ・資源
・プロセツ

・システム ・資源
・必要条件 ・プロセツ

・システム ・資源
・必要条件 ・トレード・オフ
・プロセス ・制御

・システム ・資源
・必要条件 ・最適化とトレードオフ
・プロセス ・制御

3 技術相互の関連性と、
技術と他教科の関係

・技術と他教科との
結びつき

・技術の結合
・技術と他教科との関連性

・システムの相互作用
・技術的環境の相互関係
・他教科の知識と技術

・技術移転 ・発明と改良
・知識の保護と特許
・技術的知識と科学、数学の発達との相互関係

第4章 技術と社会

スタンダード

4 技術の文化的、社会的、経
済的、政治的な影響

8 設計の特質についての
理解

12 技術的製品とｼｽﾃﾑを使
用し、保守する能力

16 ｴﾈﾙｷﾞｰとﾊﾟﾜｰ技術に
ついての理解

20 建設技術について
の理解

5 環境に対する技術の影響 9 工学設計についての
理解

13 製品やｼｽﾃﾑのｲﾝﾊﾟｸﾄ
を評価する能力

17 情報と通信技術につい
ての理解

6 技術の開発と利用における
社会の役割

10 問題解決におけるﾄﾗﾌﾞﾙ
ｼｭｰﾃｨﾝｸﾞ、研究開発、
発明、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、実験
の役割

14 医療技術についての
理解

18 輸送技術についての
理解

7 歴史に対する技術の影響力 11 設計プロセツを応用する
能力

15 農業とそれに関するﾊﾞｲ
ｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰについての
理解

19 製造技術についての
理解

「国際競争力を高めるアメリカの教育戦略」国際技術教育学会著（教育開発研究所,2002）より
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日本の施策(例)

【目的】
•民主主義国家の主権である国民が、国の未来を検討、判
断するために、身につけておくべき科学技術の基礎的知識
や考え方をまとめた。身近に，生活に密着して理解できる
よう、従来の学問分野や教科の枠を超えて体系的に整理し
た。

【活動】
•７つの専門部会を設置
（/数理科学, /生命科学,  /物質科学, /情報学, /宇宙・地
球・環境科学, /人間科学・社会科学, /技術）

•参加委員：約150名
(科学者, 教育学者,技術者,マスコミ関係者など)

•総合報告書作成 (2008年６月)

(URL : http://www.science-for-all.jp)
“科学技術の智”プロジェクト
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数理科学の例
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スウェーデンの教材から
ドリームハウス 屋内電気配線モデル

出典 ： 持続可能な社会のための エネルギー環境教育
～欧米の先進事例に学ぶ～
2008年1月31日初版発行
社団法人科学技術と経済の会 監修
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ご清聴
ありがとうございました。
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